




























































































































































































































































る｡第三章は､その体系構想Ⅲの詳細な分析に当てられている｡ ｢労働｣､ ｢道具｣､ ｢家財｣､ ｢言語｣､ ｢承認
をめぐる闘争｣といった､いわば｢媒語｣を使う｢知る意志｣としての個人の､ ｢万人の労働｣や｢教養形成｣
などを介して人倫を形成していく媒介的機能が明らかにされる｡第四章は､特にヘーゲルによるルソー
の批判的受容の意義が提示される｡ヘーゲルはイェ-ナ期の人倫構想において､ルソーの意志論(個別
意志､一般意志､そして普遍意志の三つの意志の分析に基づく国家論)を批判的に継承し､意志論に基づ
いて個と共同体との生きた関係を構築しようとしたことが明らかにされる｡
第二部は､ 『法(権利)の哲学』研究においては従来顧みられることがなかった『精神現象学』の積極的
な意義を明らかにしている｡第五章は､ ｢道徳性｣と｢人倫｣の関係について論じている｡ 『法(権利)の哲
学』においては道徳性は人倫よりも低く位置づけられているが､ 『精神現象学』ではむしろ反対である｡
その理由を解明することによって､後者においてヘーゲルが｢道徳性｣の板底に｢良心｣を認めており､こ
れが共同体の原理となっていることが開明される｡次いで第六章は､フィヒテの良心論に眼を向け､普
遍的な確信と内的な義務との一体化としての良心が､ 『精神現象学』において個人の対日と即日､内と外
とにおいて相互承認の不可欠な契機であることが示される｡そして､第七章は､ 『精神現象学』の｢精神｣
の章Bの｢疎外論｣が取り上げられる｡これについては従来ヘーゲル左派的な読解が行われてきたが､論
者はむしろこの疎外論が｢近代的主体を登場させる論理｣であることを明らかにする｡ヘーゲルはこの
疎外論の行き着く先として､主体のいわば極致である｢絶対自由｣が恐怖に変わるロペスピェ-ル統治下
のフランスの恐怖政治を叙述しているのだが､孤絶した主体の自由が桂精へと変貌するという意味を踏
まえて､論者はこれまで｢自己疎外的精神｣と訳されてきたタームを｢自己から離反する精神｣と訳すべ
きことを提唱する｡
第三部は『法(権利)の哲学』を主題とする､いわば本論文の中核をなす部分である｡主にハイデルベ
ルク時代とベルリン時代の『法(権利)の哲学』が題材になる｡論者は著書『法(権利)の哲学』と法哲学の
講義録とを突き合わせ､種々議論されてきた両者の関係に決着をつける｡すなわち､著書『法(権利)の
哲学』は当時の情勢からヘーゲルが持論を相当程度曲げて出版されたものであって､講義録にはそれと
対照的にヘーゲルの生の声が記されているとする､いわゆる｢イルテイング･テーゼ｣に論者は異を唱
え､ヘーゲルが基本的に個人の主体的自由の理念に立脚しており､そして彼の｢立憲君主制論｣に対する
思い入れこそが両者を統一的に読み解く鍵であることを解明するのである｡第八章では､まずハイデル
ベルク時代の講義が取り上げられる｡ヘーゲルはこの講義において当時フランスに生まれた｢立憲君主
制｣を自らの理論に取り入れ､その特質を君主権と執行権の分離に見届ける｡論者によれば､ヘーゲル
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が君主を国家の｢最高の頂点｣と見るのは､真に普遍的なものを意識しうる｢主体的自由｣の十分な発展､
つまり｢イデアリテ-ト｣としての主権の確立を､君主観に重ねて見ているからである｡言いかえれば､
市民としての個人がシトワイアン(公民)としての気構えを持ちうるかどうかにこそヘーゲル国家論の
帰趨は懸かっているとするのである｡コンスタンおよびシャトーブリアンの政治思想との対比､また当
時のドイツ憲法闘争におけるヘーゲルの位置の分析などとも相まって､きわめて説得的な論証が展開さ
れている｡第九章は､著書『法(権利)の哲学』の基本的な理解が示される｡ヘーゲルはこの書において
一貫して意志論を基本に据えて｢知に基づく共同体｣を構想していたことが明らかにされる｡イェ-ナ
体系構想Ⅲにおいて獲得されたヘーゲルの近代理解があったからこそ､理性的な認識にかなったものを
法として存立に値するものとみなすという｢法(権利)｣の根本原則が貫かれたというのである｡ヘーゲ
ルが､理性的なものを保証する制度として､裁判の公開､言論･出版の自由､議会および憲法について語
るのも､論者によれば､ ｢公共的な圏域を､市民的自由を基盤として確固として確立することがテーマで
あった｣からである｡この論点は､ 『法(権利)の哲学』の著者をプロイセン御用国家学者とする見方を根
本的に破砕するものである｡第十章は､ 1822/23年と24/25年の講義筆記録を取り上げて､ヘーゲル
の｢歴史に開かれたスタンス｣が明らかにされる｡この二つの講義は著書『法(権利)の哲学』をテクスト
に用いて行われた｡論者によれば､ヘーゲルはそこで､当時のまさに現在的な政治情勢に目配りしながら､
現実の国家と理性的に捉えられる国家の理念とを対質させ､憲法体制を｢歴史的な生成ないし変化の相｣
において捉えるべきことを説いているというのである｡完成した不動の国家体制を説く『法(権利)の哲
学』という理解は､根本的に間違っていることを論者は指摘する｡ヘーゲルは講義において国家体制の
根本に憲法体制を､さらに憲法体制を決するものとして立法権を位置づけ､この憲法体制も立法権もそ
れ自身が｢本質的に生成するものだ｣としていることが指摘され､論者はこの観点から著書『法(権利)の
哲学』を丹念に読み解くべきことを提唱する｡その分析を通して､ 『法(権利)の哲学』には､たとえば女
性参政権や､議会の公開性､責任内閣制､立憲君主制､そしてさらに｢市民国家(Civilstaat)｣までもが提
起されていることが明らかにされる｡最後の第十一章では､ヘーゲル最晩年の『イギリス選挙法改正論
文』 (1831年)を題材に､ヘーゲルの現実的社会一歴史認識が､すなわち｢歴史的生成のスタンス｣が生き
生きと措出される｡論者はヘーゲルが当時情報源として使っていた､ベンサムの哲学的ラデイカリスム
の流れをくむイギリスの新聞『モーニング･クロニクル』紙を精査し､さらに当時のイギリスの政治運動
の動向にも眼を向け次のような結論を導き出す｡ヘーゲルは､ ｢イギリス選挙法改正案｣に現実的な歴史
的認識と根本的な理念が欠如している点に最大の難点を認めていたのだと｡ヘーゲルのいわゆる現実一
理想論に関してもこうして決着が計られることになろう｡
なお､補論-は｢イルテイング･テーゼ｣をめぐるこれまでの論争を手際よく整理したものであり､補
論二は､ 『法(権利)の哲学』関する当時の人々の論評を集め､翻訳したものである｡それぞれヘーゲル法
曹学研究にとって資料としても重要な価値を持つものである｡
以上述べてきたように､本論文がヘーゲル『法(権利)の哲学』の研究に関する従来の種々の論争に見
直しを迫る様々な知見や創見を提示した､撤密な優れた業績であることは明らかである｡加えて政治思
想の今日的な課題にも目配りをして､ヘーゲル哲学の現代的意義をも開発しようとする意欲的な仕事で
あり､本論文はこの分野での今後の指標となりうるものと思われる｡それゆえ､本論文が斯学の発展に
大きく寄与するものであることは疑いを容れない｡
よって､本論文の提出者は､博士(文学)の学位を授与されるに十分な資格を有するものと認められる｡
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